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３．計画に基づき実施する事業 

事業区分１：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は 

設備の整備に関する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備に関する事業 

事業名 【No.１】地域連携ネットワーク構築事業 【総事業費】 

990,091 千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 高知県医療情報通信技術連絡協議会 

事業の目標 既存ネットワーク（しまんとネット、くじらネット）を統合し、新しい

参加医療機関を加え、全県単位での共通データベースを構築することに

より、地域医療構想の達成に必要な迅速かつ適切な患者・利用者情報の

共有・連携を推進する地域連携ネットワークの実現を図る。 

・地域医療連携ネットワークへの保険医療機関の加入割合： 

 9.8％（133 カ所／1360 カ所）→ 30％（408 カ所／1360 カ所） 

事業の期間 平成２７年１１月～平成３０年３月３１日 

事業の内容  病院・診療所間の切れ目のない医療情報連携を可能とするため、医療

機関相互のネットワーク構築を図るとともに、津波などによる診療情報

流出防止の観点から、防災上安全な地域にデータサーバーを設置し、診

療情報等のデータを当該サーバーに標準的な形式で保存することができ

るよう設備の整備を行う。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

990,091 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

51,734 

基金 国（Ａ）  (千円) 

388,980 

都道府県 

（Ｂ） 

 (千円) 

194,491 

民 (千円) 

337,246 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

583,471 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ）  (千円) 

406,620 

備考（注３） （27 年度 2,160 千円） 

（28 年度 410,131 千円） 

（29 年度 171,180 千円） 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備に関する事業 

事業名 【No.２】病床機能分化促進事業 

 

【総事業費】 

779,598 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

県内医療機関 

事業の目標 地域医療構想策定前ではあるものの、現時点で不足が見込まれる「回

復期機能」の病床数の増加。 

・H30.3.31 時点：回復期機能の病床 200 床増 

事業の期間 平成２７年１２月～平成３０年３月３１日 

事業の内容  地域における機能分化を推進するため「回復期リハビリテーション病

棟入院料の施設基準等」「地域包括ケア病棟入院料の施設基準等」を満た

す施設を開設する医療機関の施設及び設備整備に対して、補助による支

援を実施する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

779,598 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

34,562 

基金 国（Ａ）  (千円) 

259,866 

都道府県 

（Ｂ） 

 (千円) 

129,933 

民 (千円) 

225,304 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

389,799 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ）  (千円) 

389,799 

備考（注３） （27 年度 10,800 千円） 

（28 年度 192,135 千円） 

（29 年度 186,864 千円） 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備に関する事業 

事業名 【No.３】地域医療構想策定に係る調査分析等事業 

 

【総事業費】 

6,182 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知県、一般社団法人高知医療再生機構、高知県回復期リハビリテーシ

ョン病棟連絡会 

事業の目標 一般・療養病床及び脳卒中患者の実態調査を行うとともに脳卒中医療に

係る連携を進めることで高度急性期から慢性期までだけでなく維持期に

も渡る機能分化・連携体制を構築し、地域医療構想の達成に資する。 

・地域医療構想を策定するために必要となる一般・療養病床及び脳卒中

患者の現況を把握する。 

・脳卒中連携パスの次期改定時に、維持期から回復期への情報フィード

バックが盛り込まれる。 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 ・一般・療養病床入院患者の実態調査・集計・分析 

・県内脳卒中急性期患者の調査・集計・分析 

・回復期から維持期へ移行した脳卒中患者についての情報フィードバッ

クに必要な調査、集計、分析、関係者調整 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

6,182(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 4,121(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

2,061(千円) 

 

民 4,121(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 6,182(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

4,121(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３）  

 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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事業区分２：居宅等における医療の提供に関する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.４】訪問看護推進事業 【総事業費】 

4,295 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

 

事業の実施

主体 

高知県、高知県訪問看護ステーション連絡協議会 

事業の目標 ・訪問看護を利用しやすい環境を整え、必要な方に適切な訪問看護サー

ビスが提供される体制を整備する。 

・訪問看護を推進するために、訪問看護に携わる看護職員に対し、研修

への参加を促すと共に、看護職員の資質向上を図る。 

訪問看護相談窓口の設置（週５日）、コンサルテーションの実施（１８回） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 ・訪問看護を利用しやすい環境を整え、必要な方に適切な訪問看護サー

ビスが提供される体制を整備するため、訪問看護相談窓口を設置し、利

用者とその家族や、介護支援専門員などの関係者及び訪問看護事業所か

らの訪問看護の利用等に関する相談に対し、電話及び面談を行う。 

・訪問看護推進協議会を設置し、訪問看護に関する課題及び対策の検討、

訪問看護に関する研修等の計画及び実施について検討する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

4,295(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 214(千円) 

基金 国（Ａ） 2,864(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

1,431(千円) 

 

民 2,650(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 4,295(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

2,650(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.５】訪問看護師研修事業 

 

【総事業費】 

1,534 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知県看護協会、高知県 

事業の目標 ・在宅移行を推進する。 

・受講者数 

 H26 年度 57 名→H27 年度 60 名 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31日 

事業の内容 在宅移行を支援する看護師及び訪問看護管理者を対象に研修を行い、訪

問看護師の確保及び質の向上、訪問看護ステーションの機能強化を図る。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

1,534 (千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 1,023(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

511 (千円) 

 

民 1,023 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 1,534 (千円) 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

1,023(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.６】訪問看護実践研修事業 

 

【総事業費】 

2,122 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知大学、高知県 

事業の目標 ・利用施設が増える。 

 H25 年度 7 施設→H26 年度 19 施設→H27 年度 20 施設 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31日 

事業の内容 大学病院の専門医療チーム（専門看護師、認定看護師含む）が、地域の

医療機関・訪問看護ステーション等に対しコンサルテーションを行うこ

とにより、在宅医療・看護技術・介護術、アセスメント能力を高めるた

めの知識・技術の向上を図る。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

2,122(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 1,415(千円) 

基金 国（Ａ） 1,415(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

707(千円) 

 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 2,122(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.７】中山間地域等訪問看護育成事業 

 

【総事業費】 

29,180 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知県立大学、訪問看護ステーション連絡協議会 

事業の目標 ・H27 年度新任の訪問看護師 6 名を養成 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31日 

事業の内容 県立大学に寄附講座を開設し、新卒看護師及び潜在等の看護師有資格者

に対し、訪問看護の研修を行うことにより中山間で勤務することのでき

る人材を継続的に確保・育成するシステムを構築する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

29,180 

(千円) 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 19,454 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

9,726 

(千円) 

民 19,454 

(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 29,180 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.８】小児在宅療養支援訪問看護師育成事業 

 

【総事業費】 

6,995 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知県看護協会 

事業の目標 1 名の訪問看護師を、小児の訪問看護について先駆的な取組みを行ってい

る県外のステーションに派遣し育成する。受講後、小児の退院調整や小

児の在宅移行に関する地域の総合的なコーディネート、新たな小児訪問

看護師の育成が図られる。 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31日 

事業の内容 GCU 等を退院する小児の在宅移行や包括支援を行うことのできる小児

訪問看護師を養成する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

6,995(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 4,664(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

2,331(千円) 

 

民 4,664 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 6,995(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.９】がん患者の療養場所移行調整職種のための相互

研修 

【総事業費】 

3,060 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

特定非営利活動法人 高知県緩和ケア協会 

事業の目標 支援者同士の相互理解やネットワークの構築により、がん患者やその家

族が、必要なタイミングで切れ目のない在宅緩和ケアを受けることがで

きる体制を整備し、患者・家族の QOL の向上を目指す。 

事業の期間 平成２７年６月１日～平成２８年３月３１日 

 

事業の内容 患者・家族が療養場所を選択する際に中心となって調整を行う医療従事

者を対象として、在宅療養支援診療所・訪問看護ステーション・居宅介

護支援事業所・訪問介護事業所・調剤薬局等での実地研修を行い、安心

してサービスを受けることのできる体制づくりを行う。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

3,060 (千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 2,040(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

1,020(千円) 

 

民 2,040(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 3,060(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

2,040(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.10】医療従事者レベルアップ事業 【総事業費】 

1,987 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知県 

事業の目標 医療従事者団体や病院等が実施する、在宅医療に係る研修に対し、講

師を派遣することで、関係者に対して在宅医療への理解を促進し、より

よい退院支援や急変時の入院受入につなげる。 

・研修受講機関数：３機関以上 

事業の期間 平成２７年６月１日～平成２８年３月３１日 

 

事業の内容 医療従事者団体や病院等が実施する在宅医療に係る研修に対し、専門

知識を持つ講師派遣を実施する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

1,987 (千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 1,325(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

662(千円) 

 

民 1,325(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 1,987 (千円) 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３）  

 

  



16 

 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.11】在宅歯科医療連携室整備事業 

 

【総事業費】 

7,274 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知県、高知県歯科医師会 

 

事業の目標 ・在宅歯科医療連携室利用患者数年間１００名以上を維持する 

（実績Ｈ２５：１０８名、Ｈ２６：１３２名） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 病気やけがで通院が困難な方が、在宅等で、適切な歯科治療及び歯科

保健医療サービスを受けられるようにするため、「在宅歯科医療連携室」

を相談窓口として、訪問歯科診療を行う歯科医の紹介や、訪問歯科医療

機器の貸し出し管理、多職種連携会議の開催等を行う。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

7,274 (千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） 2,616 (千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

1,308 (千円) 

 

民 2,616 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 3,924 (千円) 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

2,616 (千円) 

 

その他（Ｃ） 3,350(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.12】在宅歯科診療設備整備事業 

 

【総事業費】 

16,977 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知県、高知県歯科医師会 

 

事業の目標 ・在宅歯科医療機器の整備を７機関以上増加する 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 県内で訪問歯科診療を実施する歯科医療機関を増加させ、ニーズが増加

しつつある訪問歯科医療提供体制の充実化を図ることを目的として、国ま

たは県が指定する研修を終了した歯科医療機関に対し、訪問歯科診療を開

始するにあたって必要な歯科医療機器の初年度設備整備費用を補助する。 

事業に要す

る費用の額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

16,977 (千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） 7,146 (千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

3,574(千円) 

 

民 7,146 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 10,720 (千円) 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） 6,257 (千円) 

備考（注３）  

 

  



18 

 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.13】在宅歯科医療従事者研修委託事業 

 

【総事業費】 

1,427 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知県、高知学園短期大学 

 

事業の目標 在宅歯科医療を推進するため、歯科衛生士等歯科医療従事者を対象に、

口腔機能向上等を目的とした実技を含む研修会を開催し、人材育成及び

確保を行う。 

・研修受講者数：20 人以上 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 歯科衛生士等歯科医療従事者を対象に実技研修等を行い、専門知識及

び技術の向上を図り、地域での指導者を育成し、人材確保を行う。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

1,427(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 951(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

476(千円) 

 

民 951(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 1,427(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

951(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  

 

 (2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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 （事業区分３：介護施設等の整備に関する事業） 

 (1) 事業の内容等 

都道府県 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.１】高知県介護施設等整備事業 【総事業費】 

558,191 千円 

事業の対象
となる医療
介護総合確
保区域 

県全域 

事業の実施
主体 高知県 

事業の目標 地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の整備等を支

援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進する。 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所     （２カ所） 

・小規模多機能型居宅介護事業所        （２カ所） 

・認知症対応型デイサービスセンター      （３カ所） 

・認知症高齢者グループホーム         （１カ所） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所       （１カ所） 

・介護予防拠点               （１１カ所） 

 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 ① 地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所           （２カ所） 

 小規模多機能型居宅介護事業所                      （２カ所） 

 認知症対応型デイサービスセンター                  （３カ所） 

 認知症高齢者グループホーム                         （１カ所） 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所                  （１カ所） 

 介護予防拠点                            （１１カ所） 

 

 
 
 
 
 
 

② 介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 
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整備予定施設等 

介護老人福祉施設（定員 30人以上）             （100人／月分） 

地域密着型介護老人福祉施設                    (29人／月分) 

養護老人ホーム（定員 30人以上）                (30人／月分） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所              （２カ所） 

小規模多機能型居宅介護事業所                  （36人／月分） 

認知症高齢者グループホーム                    （27人／月分） 

看護小規模多機能型居宅介護事業所            （９人／月分） 
 

③ 介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対して支援

を行う。 

整備予定施設等 

 既存の特養多床室のプライバシー保護のための改修支援  （182 床） 
 
 

事業に要す

る費用の額 
事業内容 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

基金 その他 
（Ｃ） 国（Ａ） 都道府県（Ｂ） 

①地域密着型サービ

ス施設等の整備 

(千円) 

266,740 

(千円) 

177,827 

(千円) 

88,913 

(千円) 

 

②施設等の開設・設置

に必要な準備経費 

(千円) 

164,051 

(千円) 

109,367 

(千円) 

54,684 

(千円) 

 

③介護保険施設等の

整備に必要な定期借

地権設定のための一

時金 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

④介護サービスの改

善を図るための既存

施設等の改修 

(千円) 

127,400 

(千円) 

84,933 

(千円) 

42,467 

(千円) 

 

金額 
総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

558,191 

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別 

公 (千円) 

56,666 

基
金 

国（Ａ） 
(千円) 

372,127 

都道府県（Ｂ） 
(千円) 

186,064 

民 (千円) 

315,461 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 
(千円) 

558,191 

その他（Ｃ） 
(千円) 

 

備考  
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事業区分４：医療従事者の確保に関する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.15】地域医療支援センター運営事業 【総事業費】 

317,487 

千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

一般社団法人高知医療再生機構、高知大学 

事業の目標 若手医師の県内定着率の向上等により、若手医師の減少や地域・診療科

間の医師の偏在を解消する。 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

 

事業の内容 ・医師不足の状況の把握・分析等に基づく医師の適正配置調整と一体的

に若手医師のキャリア形成支援を行う。 

・若手医師の留学や資格取得、研修等の支援を行う。 

・県外からの医師招聘等、即戦力となる医師の確保を行う。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

317,487 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

6,000 

基金 国（Ａ） (千円) 

121,522 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

60,761 

民 (千円) 

115,522 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

182,283 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

115,522 

その他（Ｃ） (千円) 

135,204 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.16-1】産科医等確保支援事業 

 

【総事業費】 

57,070 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知県 

 

事業の目標 分娩手当等の支給により、産科医療機関及び産科医の数を維持する 

（分娩取扱施設数：16、医師数(分娩取扱施設の医師)：41） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

 

事業の内容 産科・産婦人科医師が減少する現状に鑑み、地域でお産を支える産科

医等に対し分娩手当等を支給することにより、処遇改善を通じて、急激

に減少している産科医療機関及び産科医等の確保を図る。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

57,070(千円) 

 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 11,927(千円) 

基金 国（Ａ） 23,277(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

11,639(千円) 

 

民 11,350(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 34,916(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） 22,154(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.16-2】新生児医療担当医確保支援事業 

 

【総事業費】 

2,130 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知県 

 

事業の目標 新生児担当手当の支給により、新生児医療に従事する現状の医師数を

維持する 

（手当を支給している医療機関の新生児医療に従事する医師数：25 人） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

 

事業の内容 医療機関におけるＮＩＣＵにおいて、新生児医療に従事する医師に対

して、新生児担当手当等を支給することにより、過酷な勤務状況にある

新生児医療担当医の処遇改善を図る。 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

2,130(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 761(千円) 

基金 国（Ａ） 761(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

381(千円) 

 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 1,142(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） 988(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.17】医科・歯科連携推進事業 

 

【総事業費】 

4,183 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知県、高知大学 

 

事業の目標 医療従事者及び歯科医療従事者等を対象とした研修会を開催し、がん

治療時や、在宅医療等、医科歯科連携を推進する。 

・研修受講者数：30人以上 

・がん治療を行う際に、歯科医院を受診する患者数が、5年間（H23-H27）

で 10人増加する（H27に調査実施予定） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 医療従事者等を対象に研修会を開催するとともに、医科歯科連携を推

進するための協議を行うための検討会を開催し、関係者の理解をはかり、

医科から歯科へ、歯科から医科への円滑な連携を促進する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

4,183(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 2,788 (千円) 

基金 国（Ａ） 2,788(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

1,395(千円) 

 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 4,183(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.18】感染症医療従事者研修事業 

 

【総事業費】 

1,828 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知県 

 

事業の目標 皮膚科における感染症診療の質の向上を図り、皮膚症状を呈する感染症

に的確に対応できる体制を構築する。 

事業の期間 平成２７年６月下旬～平成２９年３月３１日 

 

事業の内容 皮膚科における感染症の医療提供について、講習会により医療従事者

のスキルアップを図るとともに、ポスター作成による啓発活動を行う。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

1,828(千円) 

 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 1,218(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

610(千円) 

 

民 1,218(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 1,828(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

1,218(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） （27 年度 417 千円） 

（28 年度 1,411 千円） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.19】発達障害専門医師育成事業 

 

【総事業費】 

17,041 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知県 

 

事業の目標 発達障害に関する専門医師及び医療従事者等の育成 

（H27～H29 ３年間） 

・DISCO 研修修了者（医師）：１０名→１２名 

・Intensive Learning スーパーバイザー研修修了者：０名→１４名 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容  発達障害に関する専門医師・医療従事者等の育成を推進する観点から、

国内外の専門家を招聘しての研修会の実施、及び国内外への研修会への

医師・医療従事者等の派遣などを行うことにより、発達障害に関する専

門医師及び医療従事者等の確保・育成に資することを目的とする。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

17,041(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 2,740(千円) 

基金 国（Ａ） 4,567(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

2,283(千円) 

 

民 1,827(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 6,850(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） 10,191(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.20】救急医療従事者研修機器整備事業 【総事業費】 

19,000 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

国立大学法人高知大学 

事業の目標 ・救急患者の減少及び救命後の後遺障害の減少が図られる 

・県内の救急医療従事者のエコー診断技術の質の向上が図られる 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容  救急患者の減少や救命後の後遺障害の減少を図るため、県内の研修医

や地域のプライマリケア医、看護師等を対象としたエコー診断技術研修

に必要な機器を整備し、救急医療体制を維持する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

19,000 (千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 4,222(千円) 

基金 国（Ａ） 4,222(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

2,111(千円) 

 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 6,333(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） 12,667 (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.21】出前講座実施委託事業 

 

【総事業費】 

1,105 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知県、高知大学 

事業の目標 妊婦の歯周病が早産等のリスクとなることから、産科・婦人科医療機

関と連携し、妊婦を対象とした出前講座を実施し、理解促進を図る。 

・歯周病と全身疾患との関係を知っている妊婦の割合の増加： 

５年間（H23-H27）で 3％以上増加（H27に調査実施予定） 

・受講者数：15人以上 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 歯科医師が、県内の産科医療機関等に出向し、妊婦等を対象に出前講

座を実施し、妊産婦の早産予防のための歯周病予防など、歯周病予防に

関する知識と理解を深める。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

1,105(千円) 

 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 736 (千円) 

基金 国（Ａ） 736(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

369(千円) 

 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 1,105(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.22】女性医師等就労環境改善事業 【総事業費】 

7,128 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

一般社団法人高知医療再生機構 

事業の目標 女性医師が安心して勤務できる環境が整備される。 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 ・出産、育児などにより診療の場から離れている女性医師が復職するた

めの相談窓口を設置し、復職先の医療機関の情報収集及び情報提供を行

うと共に、復帰に向けた研修の受け入れ調整及び受け入れ医療機関に対

する支援を行う。 

・病後児保育を実施する医療機関に対する支援を行う。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

7,128 (千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 2,376(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

1,188(千円) 

 

民 2,376(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 3,564(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

2,376(千円) 

 

その他（Ｃ） 3,564(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.23】新人看護職員研修事業 

 

【総事業費】 

26,425 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知県、高知県看護協会、医療機関等 

事業の目標 新人看護職員研修体制整備と指導者の質の向上が図られる 

（新人看護職員研修事業 22 施設） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 ・新人看護職員の資質向上と定着を図るために、どこの医療機関でも新

人看護職員がガイドラインに沿った研修を受けられる環境を整備し、研

修プログラムに沿って施設内研修を実施する。また、自施設で完結でき

ない研修についても、受講の機会を確保するために、多施設合同研修や

医療機関受入研修を行う。 

・新人をサポートする職員の指導体制の強化を図る目的で、研修責任者

研修、教育担当者研修、実地指導者研修を行う。 

・地域における連携体制を構築し、新人看護職員研修の推進を図る目的

で協議会を設置し、各地域での課題及び対策の検討、新人看護職員に関

する研修等の計画及び実施について検討する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

26,425(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 5,716 (千円) 

基金 国（Ａ） 13,854(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

6,926(千円) 民 8,138(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 20,780(千円) うち受託事業等

（再掲）（注２） 

1,530(千円) その他（Ｃ） 5,645(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.24】看護職員資質向上推進事業 

 

【総事業費】 

8,036 千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知県、高知県看護協会等、国立大学法人等 

事業の目標 ○がん中期研修、血管系疾患看護研修、救急看護短期研修、中堅助産師

キャリアアップ： 

・看護職員のキャリアアップを支援し、質の向上が図られる 

○看護教員継続研修、実習指導者講習会： 

・看護職員の質の向上とともに、基礎教育の質の向上が図られる。 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 ・看護職員の専門性の向上を図るとともに、他職種連携にかかわる能力

について研修を実施し看護職員の資質の向上を図ることを目的に、糖尿

病看護・救急看護短期研修、がん中期研修、看護学校養成所の教員の成

長段階別に応じた研修を実施する。 

・看護師養成所の運営に関する指導要領に定められている実習施設の条

件を満たし、基礎教育における指導者の質の向上を図ることを目的に、

看護学校養成所の看護学生を受け入れる医療施設の実習指導者を対象と

して 240 時間の講習会を開催する。 

・看護師確保において潜在看護師等の再就業の促進を図ることを目的に、

臨床実務研修を行う。 

・院内助産所等開設促進及び助産師外来で勤務する助産師の資質向上を

目的とした研修会を実施する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

8,036(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 1,571(千円) 

基金 国（Ａ） 5,358(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

2,678(千円) 

 

民 3,787(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 8,036(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

3,787 (千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.25】看護職員確保対策特別事業 【総事業費】 

16,044 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知県、高知県看護協会 

事業の目標 ・看護管理者支援研修会：職場環境改善の促進が図られる 

・看護学生等進学就職支援事業：県内の医療機関が周知される  

・高知県の看護を考える検討委員会：看護職員確保に向けての課題の抽

出ができ、対策を検討できる 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 ・就業環境が改善され、看護職員の離職防止を図ることを目的に、新人

看護職員の支援的、指導的立場にあるリーダ看護師及び看護師長等看護

管理者の育成を行う。 

・学生等の県内確保定着を図ることを目的に、看護関係学校進学ガイド

ブック、就職ガイドブックの作成や就職説明会を開催し、看護の道への

進路選択、職業選択や納得のいく職場探しの支援を行う。 

・高知県の看護職員の現状を捉え、地域の実情に応じた看護職員確保・

定着を図ることを目的に、高知県の看護を考える検討委員会を立ち上げ、

課題抽出・対策の検討を行う。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

16,044 (千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 1,442(千円) 

基金 国（Ａ） 6,803(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

3,402(千円) 

 

民 5,361(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 10,205(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

5,361 (千円) その他（Ｃ） 5,839(千円) 

備考（注３）  

 

  



33 

 

 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.26】看護師等養成所運営等事業 【総事業費】 

630,345 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

中央区域 

事業の実施

主体 

学校法人、社会医療法人 

事業の目標 保健師助産師看護師法で定められている基準を満たした学習環境が２新

設校において整備されたため、養成所 7 施設への経済的支援を行う。 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 看護師の養成及び確保に向けて、適切な学習環境の整備を図ることを目

的に、看護師養成所の新設に必要な施設整備に対し補助を行う。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

630,345 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

82,398 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

41,199 

民 (千円) 

82,398 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

123,597 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

506,748 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.27】看護職員の就労環境改善事業 

 

【総事業費】 

684 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知県 

事業の目標 勤務環境改善が図られる 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 看護業務の効率化や職場風土の改善、勤務環境の改善に向けた取組を促

進するためにｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰに介入してもらい施設の課題を抽出し、看護師確

保のための改善に取り組む。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

684 (千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 456 (千円) 

基金 国（Ａ） 456(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

228(千円) 

 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 684 (千円) 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.28】薬剤師確保対策事業 【総事業費】 

1,397 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

公益社団法人高知県薬剤師会 

事業の目標 医療の高度化に伴う薬剤師のニーズの増加・薬剤師の高齢化・医薬分

業の推進などに対応するため、現在も人員不足である県内医療機関・薬

局の求人情報について、未就業の薬剤師や就職活動を控える薬学生向け

の情報発信を行うことで県内での薬剤師の就職を促進する。 

 

事業の期間 平成２７年１１月～平成２８年３月３１日 

事業の内容  未就業の薬剤師やこれから就職を検討する薬学生を主な対象として、

県内の病院・薬局の薬剤師求人情報を一元化し提供するインターネット

ページを設ける。 

また、啓発資材の作成・配布や、インターネットサイトの周知を目的

とした薬系大学への訪問を行うことにより、県内での就職を検討するき

っかけとする。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

1,397(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 931(千円) 

 

都道府県

（Ｂ） 

466(千円) 

 

民 931(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 1,397(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

931(千円) その他（Ｃ）  (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.29】特定分野実習指導者講習事業 

 

【総事業費】 

300 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知県 

事業の目標 ・特定分野実習指導者講習会を受講修了し、指導者の資質向上が図られ

る。 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 看護学生の実習受入施設の指導者が受けるべき講習会の開催に係る負担

金を講習会開催県に対し支出する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

300(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 200(千円) 

基金 国（Ａ） 200(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

100(千円) 

 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 300(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.30】医療勤務環境改善支援センター設置事業 

 

【総事業費】 

3,937 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

一般社団法人高知医療再生機構 

事業の目標 県内各医療機関の勤務環境の改善を促進し、各医療機関の医師の確保・

定着を図る 

（平成３３年度末の若手医師（40 歳未満）数：750 人） 

事業の期間 平成２７年６月～平成２８年３月３１日 

事業の内容 医療スタッフ全体の離職防止や医療安全の確保を目的として、国の策定

した指針に基づき、ＰＤＣＡサイクルを活用して計画的に勤務環境改善

に向けた取り組みを行う医療機関に対して、総合的な支援を行うため、

医療勤務環境改善支援センターを設置、運営する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

3,937 (千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 2,624 (千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

1,313 (千円) 

 

民 (千円) 

2,624 

計（Ａ＋Ｂ） 3,937 (千円) 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,624 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.31】院内保育所運営事業 【総事業費】 

576,129 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

医療機関 

事業の目標 医療従事者の離職防止及び再就業を促進するとともに、医療機関による

入院治療の必要はないが、安静の確保に配慮する必要がある集団保育が

困難な児童の保育が確保される 

（平成 27 年度補助施設 26 ヵ所） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 医療従事者の離職防止、再就職の促進及び病児等保育の実施を図るため、

医療機関が実施する院内保育所の運営に対し補助をする。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

576,129 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

9,602 

基金 国（Ａ） (千円) 

80,016 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

40,008 

民 (千円) 

70,414 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

120,024 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

456,105 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.32】小児救急電話相談事業 【総事業費】 

9,009 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知県 

事業の目標 ・小児救急医療の適正受診が図られる 

・小児科病院群輪番病院の１日当たり受診者数を７人以下にする 

 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 夜間に保護者からの小児医療に関する電話相談を看護師が受け、適切な

助言や指導を行うことで、保護者の不安を軽減するとともに、医療機関

への適切な受診を推進する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

9,009(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 6,006(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

3,003(千円) 

 

民 6,006(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 9,009(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

6,006(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.33】小児救急医療体制整備事業 

 

【総事業費】 

18,297 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

中央区域 

事業の実施

主体 

高知市 

事業の目標 ・小児科病院群輪番制を維持する 

・輪番病院の深夜帯受診者を一日当たり７人以下にする 

・輪番病院等の医師数を増やしていく（H25：輪番病院全体勤務医数 38人） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容  休日夜間における小児救急患者の二次救急医療の確保のため、中央保

健医療圏内の小児科を有する公的５病院が、二次輪番体制で小児の重症

救急患者に対応する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 18,297(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 8,132(千円) 

基金 国（Ａ） 8,132(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

4,065(千円) 

 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 12,197(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） 6,100(千円) 

備考（注３）  

 

 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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 （事業区分５：介護従事者の確保に関する事業） 

 (1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

 （小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事

業 

 

事業名 【No.３－１】介護人材参入促進事業 【総事業費】 

3,400 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

学校法人、社会福祉法人 

事業の目標 想定される補助先：県内の養成校２校 

 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 養成専門学校に相談・助言及び指導を行う専門員を配置し、中学校、高校等

を訪問し、介護の仕事に関する相談・助言及び指導を行う場合等に養成専門

学校が負担した費用に対して補助を行う。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 

(千円) 

3,400 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 (千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 

 

(千円) 

1,744 

民  (千円) 

1,744 

都道府県（Ｂ） (千円) 

872 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,616 

その他（Ｃ） (千円) 

784 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

 （小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事

業 

事業名 【No.３－２】介護福祉士等養成支援事業 【総事業費】 

600 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

学校法人、社会福祉法人 

事業の目標 想定される補助先：県内の養成校２校 

 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 養成施設の実施する体験入学への参加を促進するために、養成施設による交

通用具の借り上げに要する経費に対して補助を行う。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 

(千円) 

600 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 

 

(千円) 

308 

民 (千円) 

308 

都道府県（Ｂ） (千円) 

154 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

462 

その他（Ｃ） (千円) 

138 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

 （小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事

業 

 

事業名 【No.３－３】介護人材確保対策連携強化事業 【総事業費】 

3,246 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知県 

事業の目標 約 70,000部を県内に広く配布することで、介護の仕事のイメージアップを

図る。 

 

 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 介護の仕事の内容や魅力を伝えるパンフレットを作成し、中学校・高等学校

の生徒や教員及び関係機関に送付する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 

(千円) 

3,246 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 

 

(千円) 

2,164 

民 (千円) 

2,164 

都道府県（Ｂ） (千円) 

1,082 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

2,164 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,246 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

 （小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事

業 

 

事業名 【No.３－４】「こうち介護の日２０１５」開催事業 【総事業費】 

6,591 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知県 

事業の目標 来場者 10,000人 

 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 介護の仕事の魅力について広く県民に広報し、イメージアップを図るため、

11月 11日の「介護の日」に合わせて普及・啓発イベントを行う。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 

(千円) 

6,591 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

 

公 (千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 

 

 (千円) 

4,394 

民 (千円) 

4,394 

都道府県（Ｂ）  (千円) 

2,197 

うち受託事業等

（再掲） 

 (千円) 

4,394 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

6,591 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  

 

 

 

 

 

 

 



45 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

 （小項目）若者・女性・高年齢者など多様な世代を対象とした介護の職場

体験事業 

 

事業名 【No.４】介護職場体験事業 【総事業費】 

5,103 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知県 

事業の目標 体験者 100人 

 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 小～大学生、主婦、資格を有しながら介護職場に就業していない潜在的有資

格者や他分野の離職者等を対象に、職場体験事業を実施する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 

 (千円) 

5,103 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 (千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 

 

 (千円) 

2,619 

民  (千円) 

2,619 

都道府県（Ｂ）  (千円) 

1,309 

うち受託事業等

（再掲） 

 (千円) 

2,619 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

3,928 

その他（Ｃ）  (千円) 

1,175 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

 （小項目）助け合いによる生活支援の担い手の養成事業 

 

事業名 【No.５】介護予防等サービス従事者養成事業 

 

【総事業費】 

1,400 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知県老人クラブ連合会、高知県シルバー人材センター連合会 

事業の目標 高知県老人クラブ連合会 １２０名（２０名×６か所） 

高知県シルバー人材センター連合会 ５０名（２５名×２回） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 高齢者等が地域の支え手として活躍できるよう新しいサービスに対応した

研修等を実施することにより、地域の多様な人材によるサービスの創出を支

援する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）  (千円) 

1,400 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 (千円) 

 

基
金 

国（Ａ）  (千円) 

718 

民  (千円) 

718 

都道府県（Ｂ）  (千円) 

359 

うち受託事業等

（再掲） 

 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

1,077 

その他（Ｃ）  (千円) 

323 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）地域のマッチング機能強化 

 （小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング機能

強化事業 

 

事業名 【No.８－１】介護人材マッチング機能強化事業 【総事業費】 

15,107 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知県 

事業の目標 ①キャリア支援専門員を３名配置 

②職場開拓年間 15施設・事業所以上、ハローワークへの訪問１ヵ月に１回以上 

③学校訪問 10ヵ所以上 

④中山間就職面接会６ヵ所以上 

⑤介護に関するキャリア教育 12ヵ所 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 ①求職者の支援、施設・事業所への指導・助言を行うキャリア支援専門員の配置 

②求職者のニーズに合わせた職場開拓や職場紹介、ハローワークでの出張相談 

③職場体験のコーディネート 

④学校訪問及び出前授業の実施 

⑤新規資格取得者への就職情報等の提供 

⑥中山間就職面接会の開催、介護に関するキャリア教育の実施 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 

 (千円) 

15,017 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

 

公 (千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 

 

 (千円) 

7,708 

民  (千円) 

7,708 

都道府県（Ｂ）  (千円) 

3,854 

うち受託事業等

（再掲） 

 (千円) 

7,708 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

11,562 

その他（Ｃ）  (千円) 

3,455 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）地域のマッチング機能強化 

 （小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング機能

強化事業 

事業名 【No.８－２】介護人材マッチング強化事業 

 

【総事業費】 

19,721 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知県（委託先：高知県社会福祉協議会） 

事業の目標 新規求職者（更新除く）のうち３０％が就職する。（２５年度１４．５％、

２６年度２５．４％） 

 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 民間人材派遣会社から、福祉人材センター全体のマネジメントについてア

ドバイスの出来る者と、求人・求職のマッチングノウハウ等に長けた者を配

置することにより、求人・求職者の掘り起こしやマッチング機能を強化する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 

 (千円) 

19,721 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 (千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 

 

 (千円) 

10,123 

民  (千円) 

10,123 

都道府県（Ｂ）  (千円) 

5,061 

うち受託事業等

（再掲） 

 (千円) 

10,123 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

15,184 

その他（Ｃ）  (千円) 

4,537 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

 

事業名 【No.９－１】介護人材キャリアパス支援事業 【総事業費】 

2,376 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

職能団体等 

事業の目標 想定される補助先：４団体 

 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 職員のキャリアアップ支援のため、職能団体や養成施設等が行う研修の開催

経費に対して補助を行う。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 

 (千円) 

2,376 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 (千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 

 

 (千円) 

1,219 

民  (千円) 

1,219 

都道府県（Ｂ）  (千円) 

609 

うち受託事業等

（再掲） 

 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

1,828 

その他（Ｃ）  (千円) 

548 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

 

事業名 【No.９－２】介護支援専門員実務従事者基礎研修事業 

 

【総事業費】 

1,493 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知県（委託先：高知県社会福祉協議会） 

事業の目標 実務就業後一定経過した介護支援専門員に、実務従事者として必要な専門的

技術及び技能の定着を図るための研修を実施することで、介護支援専門員と

しての資質向上を図る。 

・研修実施回数 年１回   ・受講人数 70 名 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 介護支援専門員に関する法定研修の一つ。介護支援専門員として実務就業後

1年未満の者を対象とし、実務従事者として必要なケアマネジメント技術・

技能等について、講義 16時間、演習 17時間を目安に研修を実施。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）  (千円) 

1,493 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

 

基
金 

国（Ａ）  (千円) 

658 

民  (千円) 

658 

都道府県（Ｂ）  (千円) 

329 

うち受託事業等

（再掲） 

 (千円) 

658 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

987 

その他（Ｃ）  (千円) 

506 

備考  

 

 

 

 

 

 



51 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

 

事業名 【No.９－３】介護職員喀痰吸引等研修事業 

 

【総事業費】 

7,866 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知県 

事業の目標 喀痰吸引研修の実施による認定特定行為業務従事者の養成 ６０名 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 喀痰吸引を行う介護職員を養成するための基本研修、実地研修の実施 

認定特定行為業務従事者向けに手技の向上を目的とした現任研修の実施 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）  (千円) 

7,866 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 (千円) 

 

基
金 

国（Ａ）  (千円) 

3,200 

民  (千円) 

3,200 

都道府県（Ｂ）  (千円) 

1,600 

うち受託事業等

（再掲） 

 (千円) 

3,200 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

4,800 

その他（Ｃ）  (千円) 

3,066 

備考  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



52 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）研修代替要員の確保支援 

 （小項目）各種研修に係る代替要員の確保対策事業 

 

事業名 【No.１０】 

現任介護職員等養成支援事業 

【総事業費】 

76,236 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知県 

事業の目標 代替職員派遣 70名 

 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 介護事業所が現任の介護職員等を外部研修等に派遣する際、派遣会社が失業

者を新規雇用し、その代替職員を派遣する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 

 (千円) 

76,236 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 

 

 (千円) 

39,100 

民  (千円) 

39,100 

都道府県（Ｂ）  (千円) 

19,550 

うち受託事業等

（再掲） 

 (千円) 

39,100 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

58,650 

その他（Ｃ）  (千円) 

17,586 

備考  

 

 

 

 

 

 



53 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.１２－１】認知症地域医療支援事業 【総事業費】 

1,776 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知県 

事業の目標 ・認知症サポート医の養成  ５名 

・かかりつけ医 研修受講者  250名 

・病院勤務医療従事者 研修受講者 200名 

・認知症サポート医 フォローアップ研修受講者 38名 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 ①かかりつけ医への助言等の支援を行い、介護と医療の連携の推進役となる

認知症サポート医の養成及びサポート医を対象としたフォローアップ研修

の実施 

②かかりつけ医が適切な認知症診断の知識・技術等を習得するための研修の

実施 

③病院勤務の医療従事者が認知症の基本知識や認知症ケアの原則等の知識

を習得するための研修の実施 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）  (千円) 

1,776 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

322 

基
金 

国（Ａ）  (千円) 

911 

民  (千円) 

589 

都道府県（Ｂ）  (千円) 

456 

うち受託事業等

（再掲） 

 (千円) 

589 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

1,367 

その他（Ｃ）  (千円) 

409 

備考  

 

 

 



54 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.１２－２】認知症介護実践者養成事業 【総事業費】 

1,055 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知県 

事業の目標 ・認知症対応型サービス事業管理者研修  （年３回実施） 90名 

・認知症対応型サービス事業開設者研修  （  〃  ） 30名 

・小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修（ 〃 ） 30名 

・認知症介護指導者フォローアップ研修  （年１回実施） １名 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 ①介護サービス事業所の管理者、開設者、計画作成担当者に対して、必要な

知識や技術を習得するための研修を実施する。 

②認知症介護指導者に対して、最新の認知症介護に関する高度な専門的知識

や技術の習得、教育技術の向上等を図るための研修を実施するとともに、研

修への派遣経費を補助する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）  (千円) 

1,055 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

48 

基
金 

国（Ａ）  (千円) 

541 

民  (千円) 

493 

都道府県（Ｂ）  (千円) 

271 

うち受託事業等

（再掲） 

 (千円) 

493 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

812 

その他（Ｃ）  (千円) 

243 

備考  

 

 

 

 

 



55 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.１２－３】認知症地域連携体制構築推進事業 【総事業費】 

752 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知県 

事業の目標 ①５名（県内５市町村から各１名） 

②全市町村及び広域連合から１名受講 ３５名 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 ①初期集中支援チーム員に対する、必要な知識や技術を習得するための研修

の実施 

②認知症地域支援推進員に対する、必要な知識や技術を習得するための研修

の実施 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）  (千円) 

752 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

257 

基
金 

国（Ａ）  (千円) 

385 

民  (千円) 

128 

都道府県（Ｂ）  (千円) 

193 

うち受託事業等

（再掲） 

 (千円) 

128 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

578 

その他（Ｃ）  (千円) 

174 

備考  

 

 

 

 

 

 

 



56 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成･資質向上事業 

 

事業名 【No.１３－１】地域ケア会議活用推進等事業 【総事業費】 

1,314 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知県 

事業の目標 地域ケア会議に取り組む保険者数 28保険者 

フォローアップ研修参加者 100名 

 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 地域包括支援センターのコーディネート機能を強化することを目的として、

各圏域における課題に応じた地域ケア会議の実践と、コーディネーターに対

するフォローアップ研修を実施する。また、地域ケア会議のマニュアルを作

成・検討し、実践につなげる。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）  (千円) 

1,314 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

674 

基
金 

国（Ａ）  (千円) 

674 

民 (千円) 

 

都道府県（Ｂ）  (千円) 

337 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

1,011 

その他（Ｃ）  (千円) 

303 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成･資質向上事業 

 

事業名 【No.１３－２】生活支援コーディネーター養成研修事業 【総事業費】 

382 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県全域 

事業の実施

主体 

高知県 

事業の目標 コーディネーターの養成を通じて、地域における生活支援・介護予防サービ

ス等の提供体制の整備を推進する。 

研修受講人数：20 名 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

（平成２７年 9月研修実施予定（２日間）） 

事業の内容 生活支援コーディネーターとして市町村に配置された者に対して、役割や活

動事例等についての研修を実施する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）  (千円) 

382 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 (千円) 

 

基
金 

国（Ａ）  (千円) 

195 

民  (千円) 

195 

都道府県（Ｂ）  (千円) 

98 

うち受託事業等

（再掲） 

 (千円) 

195 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

293 

その他（Ｃ）  (千円) 

89 

備考  

 


